
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和８年７月２４日（金）   ８：５９～９：０９ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：高 市 早 苗 内閣総理大臣 

林 芳 正 国務大臣（総務大臣） 

平 口  洋 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

片 山 さつき 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

松 本 洋 平 国務大臣（文部科学大臣） 

上 野 賢一郎 国務大臣（厚生労働大臣） 

鈴 木 憲 和 国務大臣（農林水産大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

金 子 恭 之 国務大臣（国土交通大臣） 

石 原 宏 高 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（防衛大臣） 

木 原  稔 国務大臣（内閣官房長官） 

松 本   尚 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

牧 野 たかお 国務大臣（復興大臣） 

あかま 二 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

黄川田 仁 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小野田 紀 美 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：尾 﨑 正 直 内閣官房副長官 

佐 藤   啓 内閣官房副長官 

露 木 康 浩 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       ３件 

○国会提出案件    １８件 

○政令         ８件 

○人事         ８件 

○配布         ５件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解等となった。 
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議事内容： 

○木原国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

  まず、閣議案件について、佐藤副長官から御説明申し上げます。 
○佐藤内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「国家戦略特別区

域基本方針の一部変更」について、御決定をお願いいたします。本件は、国家戦略

特別区域制度の目標、施策の推進体制等について、「日本成長戦略」、「地域未来戦

略」等を踏まえた変更を行うものであります。 
  次に、「令和８年度特定港湾施設整備事業基本計画の承認」について、御決定をお

願いいたします。本件は、港湾整備促進法に基づき、国土交通大臣が定めた基本計

画を内閣が承認するものであり、計７３の港について、ふ頭用地の整備等を行うも

のであります。 
  次に、「国民生活安定緊急措置法施行状況報告書」について、御決定をお願いいた

します。本件は、同法に基づき、生活関連物資等の価格及び需給の調整等に関する

緊急措置について、本年２月１日から６月３０日までの間において、講じた措置は

ないことを国会に報告するものであります。 
  次に、「厚生年金特例法の施行状況」に関する報告について、御決定をお願いいた

します。本件は、同法に基づき、本年３月末までに年金記録の訂正の答申を行った

事案等について、事業主の保険料の納付状況等を国会に報告するものであります。 
  次に、質問主意書に対する答弁書１６件について、お手元の資料のとおり、御決

定をお願いいたします。 
  次に、政令８件について、御決定をお願いいたします。まず、「国家情報会議設置

法の施行期日令」は、同法の施行期日を本年７月３１日とするものであり、「同法の

施行に伴う関係整備等政令」は、内閣情報調査室の廃止等、関係政令の規定の整備

等を行うものであります。あわせて、同法の施行に伴い既往の閣議決定の整理を行

うことについて、御決定をお願いいたします。 
  次に、「沖縄振興特別措置法施行令の一部改正令」は、沖縄における新たな事業の

創出を促進するため、沖縄振興開発金融公庫の新事業創出促進業務の資金に充てる

資本金を増額する等の改正を行うものであります。 
  次に、「令和６年能登半島地震による災害についての激甚災害及びこれに対し適

用すべき措置の指定令の一部改正令」は、中小企業信用保険法による災害関係保証

の特例の適用期間を令和９年７月３１日まで１年間延長するものであります。 
  次に、「金融商品取引法及び資金決済法の一部改正法の一部の施行に伴う関係整

備政令」は、同改正法の一部の施行に伴い、証券取引等監視委員会が行う犯則事件

の調査の範囲を拡大する等、関係政令の規定の整備を行うものであります。 
  次に、「健康保険法施行令等の一部改正令」は、被保険者等の負担能力に応じた負

担を求める観点から、月間の高額療養費算定基準額の見直し等を行うものでありま

す。 
  次に、「中小企業退職金共済法施行令の一部改正令」は、退職金共済制度の安定を

図るため、建設業における同制度について、退職金の額の算定に用いる金額等を改
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定するものであります。 
  次に、「環境省組織令の一部改正令」は、地球環境局国際連携課の名称及び所掌事

務を変更する等の改正を行うものであります。 
  次に、人事案件について、申し上げます。まず、松本文部科学大臣が、国立天文

台ハワイ観測所すばる望遠鏡視察等のため、２６日から３０日まで、小野田内閣府

特命担当大臣が、量子分野に関する協力文書署名式出席等のため、２６日から２９

日まで、それぞれ海外出張されますので、御了解をお願いいたします。 
  次に、東京高等検察庁検事長川原隆司を検事総長に、東京地方検察庁検事正竹内

寛志外４名を検事長に、最高検察庁刑事部長新河隆志を次長検事に、それぞれ任命

し、検事総長畝本 美外５名を、願いに依り免ずることについて、御決定をお願い

いたします。 
  次に、外務副大臣堀井巌に、ペルー国大統領就任式典に参列する特派大使を命じ、

同大使に交付すべき信任状に認証を仰ぐことについて、御決定をお願いいたします。 
  次に、内閣情報官原和也を国家情報局長に任命することについて、御決定をお願

いいたします。 
  次に、内閣官房及び法務省人事といたしまして、お手元に配布しております資料

のとおり、承認することについて、御決定をお願いいたします。その主な内容は、

出入国在留管理庁長官丸山秀治が退官し、その後任に京都地方検察庁検事正西山卓

爾を充てるものであります。 
  次に、裁判官人事といたしまして、簡易裁判所判事に任命するもの外１件につい

て、御決定をお願いいたします。 
  次に、赤羽根清光外５２２名の叙位、叙勲又は紺綬褒章等授与について、御決定

をお願いいたします。 
  次に、林総務大臣外２名の外国勲章受領許可について、御決定をお願いいたしま

す。 
  次に、配布資料といたしまして、「経済財政白書」、「情報通信白書」、「文部科学白

書」、「消費者物価指数」及び「普通交付税大綱」があります。後程、「経済財政白書」

につきましては城内大臣から、「情報通信白書」、「消費者物価指数」及び「普通交付

税大綱」につきましては総務大臣から、「文部科学白書」につきましては文部科学大

臣から、御発言があります。 
○木原国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、城内大臣。 
○城内国務大臣：お手元にあります「令和８年度年次経済財政報告」について申し上

げます。本報告では、中東情勢の緊迫化の影響も含め、本年前半までの経済・物価

動向や賃金上昇の進展を議論するとともに、ＡＩの影響も含めた労働市場の変化、

物価上昇や価格転嫁の進展に伴う企業の設備投資行動の変化など、日本経済に起き

つつある構造変化をつかみ取るための分析も多くございます。本報告での客観的な

分析が、日本経済の課題解決に向けた政策立案の基盤として活用されることを期待

します。また、本報告の取りまとめに当たり、関係閣僚の皆様に御協力いただいた

ことに対し、御礼申し上げます。 

3



 

○木原国務大臣：次に、総務大臣から３件御発言がございます。 
○林国務大臣：「令和８年情報通信に関する現状報告」、いわゆる「令和８年版情報通

信白書」につきましては、「ＡＩの進展がもたらす多面的影響」と題した特集を構成

し、我が国の個人や企業によるＡＩ利用の現状を海外調査結果も交えながら分析し

つつ、企業における先進的な取組事例やＡＩ利用を巡る最新の研究動向等を概観し

た上で、人間とＡＩが健全に協働するデジタル社会について展望しています。総務

省では、今回の白書の分析結果も踏まえ、安全・安心で信頼できるＡＩの実現に向

け、国内外におけるＡＩガバナンスの構築、ＡＩ社会を支えるデジタルインフラの

整備や中核技術の競争力強化・海外展開などに引き続き取り組んでまいります。 
○林国務大臣：本日、消費者物価指数を公表いたしました。６月の消費者物価指数は、

１年前に比べ１．７％の上昇となりました。また、生鮮食品を除く指数は、１年前

に比べ１．６％の上昇となりました。内訳を見ると、「生鮮食品を除く食料」の上昇

が見られます。引き続き、物価動向を注視してまいります。 
○林国務大臣：本日、各地方公共団体に交付する令和８年度の普通交付税の額を決定

いたしました。その総額は、１８兆９，７３７億円であり、前年度の額に比べて、

１兆１，５３９億円の増となっております。令和８年度においては、物価高・官公

需の価格転嫁への対応として、地方公共団体のサービス・施設管理の委託料などの

増加を踏まえ、その財源を充実するとともに、各団体における価格転嫁の取組状況

を算定に反映することとしております。また、東日本大震災及び能登半島地震の被

災団体に対しては、算定上の特例的な措置を講じ、財政運営に支障が生じないよう

配慮しております。なお、都道府県にあっては東京都が、市町村にあっては８６団

体が不交付団体となっております。 
○木原国務大臣：次に、文部科学大臣。 
○松本（洋）国務大臣：令和７年度文部科学白書について御報告申し上げます。今回

の白書では、特集テーマとして「教師が子供一人一人と向き合える学校へ～「働き

やすさ」と「働きがい」の実現に向けて～」及び「我が国で開催される国際競技大

会」を取り上げました。文部科学省としては、本白書で記載した施策の更なる充実

を図ってまいりますので、各閣僚におかれては、各施策の推進に一層の御理解と御

協力をお願い申し上げます。 
○木原国務大臣：次に、内閣総理大臣から御発言がございます。 
○高市内閣総理大臣：松本洋平大臣及び小野田大臣は、それぞれ海外出張いたします

が、その出張不在中、黄川田大臣を文部科学大臣の、赤澤大臣を内閣府特命担当大

臣の臨時代理又は事務代理とすることといたします。 
○木原国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 
  引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 
  御発言はございますか。 
  無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和８年 

７月 24日 

◎ 一 般 案件

○ 国 家 情報会 議 設置 法 の施 行 に伴 う 既往 の 閣議 決 定

の 整 理 につい て （決 定 ）      （内 閣 官房 ）

〃 ○国 家戦略 特 別区 域 基本 方 針の 一 部変 更 につ い て

（ 決 定 ）  （ 内閣 府 本府 ） 

〃 ○令 和８年 度 特定 港 湾施 設 整備 事 業基 本 計画 の 承認

に つ い て（決 定 ）        （ 国土 交 通省 ）

◎ 国 会 提出 案件

☆ 国 民 生活安 定 緊急 措 置法 施 行状 況 報告 書 （令 和 ８

年 ２ 月 １日か ら 同年 ６ 月３ ０ 日ま で ）に つ いて

（ 決 定 ）             （消 費 者庁 ）

〃 ○厚 生年金 保 険の 保 険給 付 及び 保 険料 の 納付 の 特例

等 に 関 する法 律 の施 行 状況 に 関す る 報告 に つい て

（ 決 定 ）            （ 厚生 労 働省 ）

1. 衆 議院 議員有 田 芳生 （ 中道 ） 提出 ３ 団体 訪 米

に 関 す る 質問に 対 する 答 弁書 に つい て

（ 決 定 ）           （内 閣 官房 ）

〃 ○ 1.参議 院 議員 石 垣の り こ（ 立 憲） 提 出高 市 内閣

総 理 大 臣等の 個 人ア カ ウン ト から の 政府 情 報

の 発 信 に係る 公 文書 管 理法 の 適用 に 関す る 質

問 に 対 する答 弁 書に つ いて （ 決定 ） （同 上 ） 

1. 衆 議院 議員落 合 貴之 （ 中道 ） 提出 高 市政 権 の

掲 げ る 責 任ある 積 極財 政 と財 政 規律 の 在り 方

に 関 す る 質問に 対 する 答 弁書 に つい て

（ 決 定 ）          （ 内閣 府 本府 ）

1. 参 議院 議員奥 田 ふみ よ （れ 新 ）提 出 被災 地 に

お け る 生 活再建 の ため の 介護 従 事者 確 保策 に

関 す る 質 問に対 す る答 弁 書に つ いて （ 決定 ）

（ 同 上 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

［ 別　添 ］
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1. 衆 議院 議員有 田 芳生 （ 中道 ） 提出 拉 致被 害 者

家 族 等 へ の情報 提 供に 関 する 質 問に 対 する 答

弁 書 に つ いて（ 決 定）      （ 警 察庁 ） 

1. 衆 議院 議員長 妻 昭（ 中 道） 提 出氏 名 ・住 所 付

き 病 歴 を 統計特 例 で本 人 同意 無 く企 業 や個 人

事 業 主 に 提供で き る規 定 が新 設 され た 個人 情

報 保 護 法 改正法 案 に関 す る質 問 に対 す る答 弁

書 に つ い て（決 定 ）（ 個 人情 報 保護 委 員会 ） 

1. 参 議院 議員石 垣 のり こ （立 憲 ）提 出 事業 所 税

の 課 税 団 体の要 件 に関 す る質 問 に対 す る答 弁

書 に つ い て（決 定 ）       （ 総 務省 ） 

1. 衆 議院 議員有 田 芳生 （ 中道 ） 提出 拉 致の 可 能

性 を 排 除 できな い ３０ 数 名に 関 する 質 問に 対

す る 答 弁 書につ い て（ 決 定）   （ 外 務省 ） 

1. 参 議院 議員牧 山 ひろ え （立 憲 ）提 出 技術 立 国

日 本 を 支 える人 材 育成 に 関す る 質問 に 対す る

答 弁 書 に ついて （ 決定 ）   （ 文部 科 学省 ） 

1. 参 議院 議員奥 田 ふみ よ （れ 新 ）提 出 校則 の 教

育 的 意 義 及び児 童 生徒 の 人権 侵 害の 実 態調 査

に 関 す る 質問に 対 する 答 弁書 に つい て 

（ 決 定 ）             （ 同上 ） 

1. 衆 議院 議員有 田 芳生 （ 中道 ） 提出 戦 没者 遺 骨

Ｄ Ｎ Ａ 鑑 定に関 す る質 問 に対 す る答 弁 書に つ

い て （ 決 定）        （ 厚生 労 働省 ） 

1. 衆 議院 議員山 本 ジョ ー ジ（ 無 ）提 出 生活 保 護

制 度 に お ける勤 労 控除 の 基礎 控 除の 全 額控 除

額 に 関 す る再質 問 に対 す る答 弁 書に つ いて 

（ 決 定 ）             （ 同上 ） 

1. 参 議院 議員牧 山 ひろ え （立 憲 ）提 出 国家 戦 略

等 に お け る京浜 臨 海部 の 位置 付 けに 関 する 質

問 に 対 す る答弁 書 につ い て（ 決 定） 

（ 経 済産 業省） 
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1. 参 議院 議員牧 山 ひろ え （立 憲 ）提 出 リニ ア 中

央 新 幹 線 神奈川 県 駅を 核 とし た 首都 圏 南西 部

に お け る 広域交 流 ・成 長 拠点 構 想に 関 する 質

問 に 対 す る答弁 書 につ い て（ 決 定） 

（ 国 土交 通省） 

1. 参 議院 議員奥 田 ふみ よ （れ 新 ）提 出 原子 力 規

制 委 員 会 の審査 能 力及 び 全原 発 再点 検 の必 要

性 に 関 す る質問 に 対す る 答弁 書 につ い て   

（ 決 定 ）       （ 原子 力 規制 委 員会 ） 

1. 参 議院 議員奥 田 ふみ よ （れ 新 ）提 出 「人 を 殺

傷 す る 能 力」を 有 する 防 衛装 備 品に 関 する 質

問 に 対 す る答弁 書 につ い て（ 決 定 )( 防 衛省 ） 

 

◎ 政  令 

○ 国 家 情報会 議 設置 法 の施 行 期日 を 定め る 政令   

（ 決 定 ）             （内 閣 官房 ）                 

〃  ○国 家情報 会 議設 置 法の 施 行に 伴 う関 係 政令 の 整備

等 に 関 する政 令 （決 定 ）        （ 同上 ） 

〃  ○沖 縄振興 特 別措 置 法施 行 令の 一 部を 改 正す る 政令

（ 決 定 ）            （ 内閣 府 本府 ） 

〃  ○令 和６年 能 登半 島 地震 に よる 災 害に つ いて の 激甚

災 害 及 びこれ に 対し 適 用す べ き措 置 の指 定 に関 す

る 政 令 の一部 を 改正 す る政 令 （決 定 ）  
（ 内 閣 府本府 ・ 財務 ・ 経済 産 業省 ）  

〃  ○ 金融 商品 取 引法 及 び資 金 決済 に 関す る 法律 の 一部

を 改 正 す る法律 の 一部 の 施行 に 伴う 関 係政 令 の 整

備 に 関 す る政令 （ 決定 ）       （金 融 庁） 

〃  ○健 康保険 法 施行 令 等の 一 部を 改 正す る 政令    

（ 決 定 ）         （ 厚生 労 働・ 財 務省 ） 

〃  ○ 中小 企業 退 職金 共 済法 施 行令 の 一部 を 改正 す る政

令 （ 決 定 ）           （ 厚 生労 働 省） 

〃  ○ 環 境省組 織 令の 一 部を 改 正す る 政令 （ 決定 ） 

（ 環 境省 ） 

資 料  
あ り  
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◎ 人  事 

 ☆ 文 部科 学大 臣 松本 洋 平外 １ 名の 海 外出 張 につ い て  

（ 了 解 ） 

 ○ 検 事長 川原 隆 司を 検 事総 長 に、 検 事竹 内 寛志 外 ４  

名を検事長に、検事新河隆志を次長検事に任命し、

検 事 総 長 畝本直 美 外５ 名 を願 に 依り 免 ずる こ とに  

つ い て （ 決定） 

〃  ○外 務副大 臣 堀井  巌に ペ ルー 国 大統 領 就任 式 典に

参 列 す る特派 大 使を 命 じ、 同 大使 に 交付 す べき 信

任 状 に つき認 証 を仰 ぐ こと に つい て （決 定 ） 

〃  ○原  和也 を 国家 情 報局 長 に任 命 する こ とに つ いて

（ 決 定 ） 

〃  ○各 府省幹 部 職員 の 任免 に つき 、 内閣 の 承認 を 得る

こ と に ついて （ 決定 ）  
 ☆ 家 令和 典を 簡 易裁 判 所判 事 に任 命 し、 簡 易裁 判 所

判 事 植 田 武志を 願 に依 り 免ず る こと に つい て   

（ 決 定 ） 

 ☆ 元 一等陸 佐 赤羽 根 清光 外 ５２ ２ 名の 叙 位、 叙 勲又

は 紺 綬 褒章等 授 与に つ いて （ 決定 ） 

〃  ☆ 総務 大臣 林  芳 正 外２ 名 の外 国 勲章 受 領許 可 につ

い て （ 決 定） 

 

◎ 配  布 

☆ 令 和 ８年 度年 次 経済 財 政報 告   （ 内閣 府 本府 ） 

☆ 令 和 ８ 年情報 通 信に 関 する 現 状報 告 （令 和 ８年 版

情 報 通 信 白書）           （総 務 省） 

☆ 令 和 ７年 度文 部 科学 白 書     （ 文部 科 学省 ） 

☆ 消 費 者物 価指 数           （ 総 務省 ） 

☆ 令 和 ８年 度普 通 交付 税 大綱       （ 同上 ） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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